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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 6,389,195 6,063,173 6,417,565 18,060,943 18,448,163

経常利益 (千円) 341,767 341,911 342,126 1,281,575 1,303,046

中間(当期)純利益 (千円) 180,400 196,996 203,407 711,073 765,930

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) ― ― ─ ― ─

資本金 (千円) 967,900 967,900 967,900 967,900 967,900

発行済株式総数 (株) 19,358 38,716 38,716 19,358 38,716

純資産額 (千円) 2,473,041 2,873,102 3,321,619 2,990,594 3,417,013

総資産額 (千円) 5,728,097 5,332,727 5,732,952 6,254,015 6,585,573

１株当たり純資産額 (円) 127,752.95 74,209.70 85,794.49 153,966.59 88,258.44

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 9,319.18 5,088.24 5,253.84 36,210.56 19,587.55

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ─ ― ─

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ─ 17,500 9,500

自己資本比率 (％) 43.2 53.9 57.9 47.8 51.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △126,681 527,361 626,211 144,732 568,681

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 557,181 △608,287 △494,630 556,967 △662,586

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △241,302 △337,599 △366,723 △241,517 △337,956

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 542,732 396,677 147,229 813,859 382,239

従業員数 
(外、平均臨時雇用人員)

(人) 
47 
(17)

46
(14)

43
(17)

45 
(16)

45
(16)



  
(注) １ 当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間及び連結会計

年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりませ

ん。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

５ 第12期の１株当たり配当額17,500円には、最高益更新特別配当7,500円を含んでおります。 

６ 第13期の１株当たり配当額9,500円には、特別配当2,000円を含んでおります。 

７ 平成16年７月20日付で、普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は組織されておりませんが、労使関係は極めて良好であります。 

従業員数（人） 43（17） 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰など不安定要因を抱えるものの、企業業績や

雇用情勢の改善が進み、景気は回復基調にあります。 

当社におきましては、オンラインゲーム「信長の野望 Online」及び「大航海時代 Online」のユーザ

ー数拡大に努め、プレイチケット売上を中心にＧＡＭＥＣＩＴＹ分野における大幅な増収を達成いたし

ました。ディストリビューション分野においては、厳しい市場環境の中で有望なコンテンツの発掘に努

めました。また、適正な財務体質維持のため、たな卸資産の圧縮を実施いたしました。 

これらの結果、当中間会計期間の売上高は64億17百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益は２億73

百万円（同8.7％減）、経常利益は３億42百万円（同0.1％増）、中間純利益は２億３百万円（同3.3％

増）と前中間会計期間に引き続き、中間最高益を更新いたしました。 

なお、売上高に占めるグループ外商品の比率は20.2％（同 1.7ポイント減）となりました。 

  

分野別の状況につきましては、以下のとおりとなっております。 

  

ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト） 

売上高 42億37百万円（前年同期比  64百万円増） 

平成17年９月発売の「真・三國無双４ 猛将伝」（PS2用）や「遙かなる時空の中で３ 十六夜記」

（同）等、株式会社コーエーのヒットタイトルが売上に貢献したほか、コーエーグループ外のメーカー

のタイトルとしては、株式会社ガストの「イリスのアトリエ エターナルマナ２」（同）が好調な販売

を達成いたしました。 

これらの結果、同分野の売上高は前年同期比で1.6％の増加となりました。 

  

ディストリビューション（パソコンソフト） 

売上高 ９億59百万円（前年同期比２億９百万円減） 

平成17年６月に株式会社コーエーの「信長の野望 革新」が発売されたものの、パソコンゲームのオ

ンライン化が進んでいること等が影響し、売上高は前年同期比で17.9％の減少となりました。 

  

ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ） 

売上高 11億91百万円（前年同期比５億１百万円増） 

「信長の野望 Online」、「大航海時代 Online」を中心としたオンラインゲーム関連の売上が前年同

期比で約２倍、インターネット通販の売上が同1.5倍と大幅な増収を達成いたしました。 

同分野の売上高は前年同期比で72.6％増となり、急成長を遂げました。 

  

 



その他 

売上高   30百万円（前年同期比  １百万円減） 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前事業年度末に対

し２億35百万円減少し、１億47百万円となりました。 

当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は６億26百万円（前年同期は５億27百万円の収入）となり、前年同期と

比較して98百万円の収入増となりました。これは主に、仕入債務が３億85百万円減少（前年同期は５億

39百万円の減少）したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は４億94百万円（前年同期は６億８百万円の支出）となり、前年同期と

比較して１億13百万円の収入増となりました。これは、有価証券の償還による収入の増加が、有価証

券・投資有価証券の取得による支出の増加を上回ったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は３億66百万円（前年同期は３億37百万円の支出）となり、前年同期と

比較して29百万円の支出増となりました。これは、増配により支払配当金が前年同期を上回ったことに

よるものであります。 

  

 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社は卸売業を営んでいるため、商品の仕入実績及び販売実績を記載しております。 

(1) 商品仕入実績 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト）には、家庭用ビデオゲームソフトの卸売分野の

数値を記載しております。 

３ ディストリビューション（パソコンソフト）には、パソコンソフト及びパソコン周辺機器の卸売分野の

数値を記載しております。 

４ ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ）には、ＧＡＭＥＣＩＴＹ分野（インターネットを利用した通信販売

等）の数値を記載しております。 

  

(2) 販売実績 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト）には、家庭用ビデオゲームソフトの卸売分野の

数値を記載しております。 

３ ディストリビューション（パソコンソフト）には、パソコンソフト及びパソコン周辺機器の卸売分野の

数値を記載しております。 

４ ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ）には、ＧＡＭＥＣＩＴＹ分野（インターネットを利用した通信販売

等）の数値を記載しております。 

５ 売上割合が100分の10以上の取引先はありませんので、記載を省略しております。 

 

区分 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

金額(千円) 前年同期比(％) 

ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト） 3,481,626 99.5 

ディストリビューション（パソコンソフト） 823,005 82.8 

ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ） 918,446 158.1 

その他 ─ 0.0 

合計 5,223,078 102.9 

区分 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

金額(千円) 前年同期比(％) 

ディストリビューション（家庭用ビデオゲームソフト） 4,237,360 101.6 

ディストリビューション（パソコンソフト） 959,170 82.1 

ｅビジネス（ＧＡＭＥＣＩＴＹ） 1,191,034 172.6 

その他 30,000 93.8 

合計 6,417,565 105.8 



３ 【対処すべき課題】 

当社のビジョンである「コンピュータエンターテインメント商品の国内ＮＯ．１ディストリビュータ

ー」を実現し、さらなる成長を続けていくために、国内外メーカーとのアライアンスをすすめ、グループ

外のエンターテインメントコンテンツの取り扱いを積極的に拡充いたします。また、将来の流通市場環境

の変化に柔軟に対応するため、営業体制を再構築し、経営体質の強化を図るとともに、完全直販体制の確

立による収益性の向上を目指します。さらに、コーエーグループのポータルサイトである「ＧＡＭＥＣＩ

ＴＹ」においては、急成長を続けるブロードバンドネットワークを背景に、増加するアクセス数、市民数

及びファンクラブ会員数を確実に収益に結びつけていくための、新たなビジネスモデルの構築を行ってま

いります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特に記載すべき事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 150,000

計 150,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 38,716 38,716
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 38,716 38,716 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

─ 38,716 ― 967,900 ― 167,600



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券振替保管機構名義の株式が15株含まれております。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれておりません。 

  

 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社コーエー 神奈川県横浜市港北区箕輪町1-18-12 33,048 85.36

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 453 1.17

コーエーネット従業員持株会 神奈川県横浜市港北区箕輪町1-23-3 233 0.60

大野木弘 千葉県八千代市勝田603 130 0.34

大阪証券金融株式会社（業務
口） 

大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 130 0.34

松井証券株式会社（業務口） 東京都千代田区麹町1-4 101 0.26

伊藤通宏 神奈川県鎌倉市浄明寺6-12-24 100 0.26

株式会社Ｈ・Ｓ・Ｍ 東京都目黒区青葉台3-2-11 100 0.26

吉澤純一 栃木県宇都宮市石井町1201 61 0.16

襟川陽一 神奈川県横浜市港北区日吉2-11-25 58 0.15

計 ― 34,414 88.89

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 38,716 38,701
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 38,716 ― ― 

総株主の議決権 ― 38,701 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式数
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,800,000 1,800,000 1,370,000 1,190,000 1,280,000 1,650,000

最低(円) 430,000 980,000 1,050,000 1,080,000 772,000 991,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９

月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表につい

て、あずさ監査法人の中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

（％）
金額(千円) 

構成比

（％）
金額(千円) 

構成比

（％）

（資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

１ 現金及び預金 396,677 147,229 442,164 

２ 売掛金 1,977,576 2,039,221 2,935,967 

３ 有価証券 606,113 29,460 307,413 

４ たな卸資産 472,876 325,623 673,086 

５ 繰延税金資産 116,360 137,760 190,393 

６ その他 42,077 149,663 45,049 

７ 貸倒引当金 △5,538 △5,710 △8,221 

流動資産合計 3,606,142 67.6 2,823,249 49.2 4,585,854 69.6

Ⅱ 固定資産 

１ 有形固定資産 ※１ 

(1) 建物 41 40 40 

(2) 車両運搬具 1,102 752 893 

(3) 工具、器具及び

備品 
3,369 3,523 2,812 

有形固定資産合計 4,514 4,315 3,746 

２ 無形固定資産 

(1) 商標権 63 48 56 

(2) 電話加入権 3,150 3,150 3,150 

無形固定資産合計 3,214 3,199 3,206 

３ 投資その他の資産 

(1) 投資有価証券 1,633,804 2,850,759 1,889,623 

(2) 出資金 10 10 10 

(3) 破産更生債権等 ※２ ─ ─ ─ 

(4) 長期前払費用 273 466 286 

(5) 繰延税金資産 79,787 46,109 97,815 

(6) 敷金保証金 4,981 4,841 5,030 

投資その他の資産

合計 
1,718,857 2,902,187 1,992,765 

固定資産合計 1,726,585 32.4 2,909,702 50.8 1,999,718 30.4

資産合計 5,332,727 100.0 5,732,952 100.0 6,585,573 100.0



  

前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

（％）
金額(千円) 

構成比

（％）
金額(千円) 

構成比

（％）

（負債の部） 

Ⅰ 流動負債 

１ 買掛金 1,971,277 1,900,371 2,285,545 

２ 未払法人税等 125,749 94,971 470,296 

３ 賞与引当金 22,902 18,225 19,092 

４ ポイント値引引当 

金 
8,963 13,376 11,976 

５ その他 117,981 175,057 166,418 

流動負債合計 2,246,873 42.1 2,202,002 38.4 2,953,329 44.8

Ⅱ 固定負債 

１ 退職給付引当金 56,356 59,720 60,477 

２ 役員退職慰労引当 

金 
30,555 33,552 30,359 

３ 預り保証金 125,840 116,056 124,393 

固定負債合計 212,751 4.0 209,330 3.7 215,230 3.3

負債合計 2,459,625 46.1 2,411,332 42.1 3,168,559 48.1

（資本の部） 

Ⅰ 資本金 967,900 18.2 967,900 16.9 967,900 14.7

Ⅱ 資本剰余金 

１ 資本準備金 167,600 167,600 167,600 

資本剰余金合計 167,600 3.1 167,600 2.9 167,600 2.5

Ⅲ 利益剰余金 

１ 利益準備金 74,375 74,375 74,375 

２ 任意積立金 

(1) 特別償却準備金 842 610 842 

３ 中間（当期） 

未処分利益 
1,726,680 2,123,873 2,295,614 

利益剰余金合計 1,801,898 33.8 2,198,858 38.3 2,370,831 36.0

Ⅳ その他有価証券評価 

差額金 
△64,295 △1.2 △12,738 △0.2 △89,318 △1.3

資本合計 2,873,102 53.9 3,321,619 57.9 3,417,013 51.9

負債資本合計 5,332,727 100.0 5,732,952 100.0 6,585,573 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高 ※１ 6,063,173 100.0 6,417,565 100.0 18,448,163 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 5,311,101 87.6 5,670,049 88.4 16,266,695 88.2

売上総利益 752,072 12.4 747,516 11.6 2,181,467 11.8

返品調整引当金戻入額 1,479 0.0 ─ ─ 1,479 0.0

差引売上総利益 753,552 12.4 747,516 11.6 2,182,947 11.8

Ⅲ 販売費及び一般管理 

費 

※１ 

※２ 
454,005 7.5 473,884 7.4 970,217 5.2

営業利益 299,546 4.9 273,632 4.2 1,212,729 6.6

Ⅳ 営業外収益 

１ 有価証券利息 44,253 62,677 88,138 

２ 投資有価証券売却 

益 
─ ─ 2,287 

３ その他 1,723 45,977 0.8 5,901 68,579 1.1 3,604 94,030 0.5

Ⅴ 営業外費用 

１ 新株発行費 2,944 ─ 2,944 

２ その他 667 3,612 0.1 85 85 0.0 768 3,713 0.0

経常利益 341,911 5.6 342,126 5.3 1,303,046 7.1

Ⅵ 特別利益 ※３ 2,210 0.0 9,725 0.2 430 0.0

Ⅶ 特別損失 ─ ─ ─ ─ ─ ─

税引前中間(当期) 

純利益 
344,122 5.6 351,851 5.5 1,303,477 7.1

法人税、住民税 

及び事業税 
※４ 127,568 95,800 593,159 

法人税等調整額 ※４ 19,556 147,125 2.4 52,643 148,443 2.3 △55,612 537,547 2.9

中間(当期)純利益 196,996 3.2 203,407 3.2 765,930 4.2

前期繰越利益 1,529,684 1,920,465 1,529,684 

中間(当期) 

未処分利益 
1,726,680 2,123,873 2,295,614 



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約キャッ

シュ・フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

１ 税引前中間(当期)純利益 344,122 351,851 1,303,477

２ 減価償却費 954 758 2,009

３ 賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

△1,999 △866 △5,809

４ 返品調整引当金の増減額 
（減少：△） 

△3,893 ─ △3,893

５ ポイント値引引当金の増減 
額（減少：△） 

589 1,400 3,601

６ 退職給付引当金の増減額 
（減少：△） 

2,878 △756 6,999

７ 役員退職慰労引当金の 
増減額（減少：△） 

3,178 3,192 2,982

８ 貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

△2,315 △9,725 140

９ 受取利息、有価証券利息 
及び受取配当金 

△44,268 △63,327 △88,190

10 投資有価証券売却損益 
（益：△） 

─ ─ △2,287

11 売上債権の増減額 
（増加：△） 

914,537 896,745 △43,853

12 たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

219,085 347,463 18,875

13 未収入金の増減額 
（増加：△） 

7,726 ─ ─

14 仕入債務の増減額 
（減少：△） 

△539,148 △385,174 △224,879

15 未払消費税等の増減額 
（減少：△） 

△20,378 △17,871 6,494

16 未払人件費の増減額 
（減少：△） 

2,046 △1,313 2,465

17 営業保証金の増減額 
（減少：△） 

4,102 △8,336 2,655

18 役員賞与の支払額 △10,109 △7,578 △10,109

19 その他 △31,258 △55,249 △2,132

小計 845,850 1,051,212 968,545

20 利息及び配当金の受取額 31,539 41,839 78,707

21 法人税等の支払額 △350,027 △466,840 △478,571

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

527,361 626,211 568,681



  

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

前事業年度の要約キャッ

シュ・フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

１ 定期預金の預入による支出 ─ ─ △58,446

２ 定期預金の払戻による収入 ─ 59,925 ─

３ 有価証券・投資有価証券の 
取得による支出 

△607,823 △853,261 △903,395

４ 有価証券・投資有価証券の 
売却及び償還による収入 

─ 300,025 300,000

５ 有形固定資産の 
取得による支出 

△464 △1,320 △744

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△608,287 △494,630 △662,586

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

１ 配当金の支払額 △337,599 △366,723 △337,956

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△337,599 △366,723 △337,956

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

1,344 134 241

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少：△) 

△417,181 △235,009 △431,620

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

813,859 382,239 813,859

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 396,677 147,229 382,239



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平

均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

(2) たな卸資産 

① 商品 

移動平均法による原価法 

② 貯蔵品 

最終仕入原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

同左 

  

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

(2) たな卸資産 

① 商品 

同左 

② 貯蔵品 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

同左 

  

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

(2) たな卸資産 

① 商品 

同左 

② 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        ３年 

車両運搬具     ６年 

工具、器具及び備品 

３～10年 

(2) 無形固定資産 

定額法 

(3) 少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年

間均等償却によっておりま

す。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 少額減価償却資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 少額減価償却資産 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 

新株発行費 

支出時に全額費用として処理し

ております。 

３ 繰延資産の処理方法 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 

同左 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、以下の方法に基づ

き計上しております。 

① 一般債権 

貸倒実績率法によっており

ます。 

  ② 貸倒懸念債権及び破産更生

債権等 

財務内容評価法によってお

ります。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  



  

    
 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金支

給内規に基づく当中間会計期

間末要支給額の全額を計上し

ております。 

(5) ポイント値引引当金 

ONLINE SHOPPING により付与

されたポイントの使用により

将来予想される売上値引に備

えるため、過去のポイント使

用実績率に基づき、将来使用

されると見込まれる額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  

  

(3) 退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

  

  

(5) ポイント値引引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、次期支給見込額のうち当

期負担額を計上しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務に基づき、当事業

年度末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金支

給内規に基づく期末要支給額

の全額を計上しております。 

  

(5) ポイント値引引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金は、手許現金及び随時

引き出し可能な預金からなって

おります。 

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

・消費税等の会計処理及び表示 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。なお、仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺のうえ流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

・消費税等の会計処理及び表示 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

・消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

───── 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

１ 前中間会計期間において区分掲記しておりました、

営業活動によるキャッシュ・フローの「支払利息」及

び「利息の支払額」については、金額的に僅少である

ため、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。 

２ 前中間会計期間において区分掲記しておりました、

営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産除却

損」については、金額的に僅少であるため、営業活動

によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示

しております。 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

１ 営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の

増減額」については、金額的に僅少であるため、営業

活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて

表示しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度末 

（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

22,631千円 

  

※２ 投資その他の資産の「破産更

生債権等」は、貸倒引当金

31,555千円を相殺表示してお

ります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

24,430千円

  

※２ 投資その他の資産の「破産更

生債権等」は、貸倒引当金

24,109千円を相殺表示してお

ります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

23,678千円

  

※２ 投資その他の資産の「破産更

生債権等」は、貸倒引当金

31,323千円を相殺表示してお

ります。 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

※１ 当社の売上高及び営業費用

は、通常の営業の形態とし

て、ゲームソフトの売上が、

クリスマス等の年末及び３月

に増加するため、事業年度の

上半期の売上高及び営業費用

と下半期の売上高及び営業費

用との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に

季節的変動があります。 

  

※１ 同左 ───── 

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産     947千円 

無形固定資産     7千円 

  

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産    751千円 

無形固定資産     7千円 

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産   1,994千円 

無形固定資産     15千円 

※３ 特別利益の項目 

貸倒引当金戻入益 

2,210千円 

  

※３ 特別利益の項目 

貸倒引当金戻入益 

9,725千円 

※３ 特別利益の項目 

貸倒引当金戻入益 

430千円 

※４ 税効果会計 

当中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

期において予定している利益

処分による特別償却準備金を

調整して、当中間会計期間に

係る金額を計算しておりま

す。 

※４ 税効果会計 

同左 

───── 



 (中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

（平成16年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 396,677千円

現金及び現金同等物 396,677千円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

（平成17年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 147,229千円

現金及び現金同等物 147,229千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 442,164千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△59,925千円

現金及び現金同等物 382,239千円

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

事業の内容に照らして重要性が乏

しく、リース契約１件当たりの金額

も3,000千円以下であるため、中間財

務諸表等規則第５条の３において準

用する財務諸表等規則第８条の６第

６項の規定に基づき、注記を省略し

ております。 

同左 事業の内容に照らして重要性が乏

しく、リース契約１件当たりの金額

も3,000千円以下であるため、財務諸

表等規則第８条の６第６項の規定に

基づき、注記を省略しております。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日現在) 

その他有価証券で時価のあるもの 

(注) １ 減損処理の対象となるその他有価証券はありません。 

２ 減損処理の判断に係る基準は以下のとおりです。 

有価証券の時価が、下記条件に合致する場合、時価が著しく下落したものと判断し、回復可能性判断基

準とその他時価に影響する諸要因を検討し、時価が回復すると合理的に判断できる場合を除いて減損処

理を行う。 

①評価日において時価が簿価に対して50％以上下落した場合 

②評価日において時価が簿価に対して30％以上下落しており、かつ評価日以前３ヶ月間の平均時価が簿

価に対して30％以上下落している場合 

回復可能性判断基準 

有価証券の発行会社が債務超過である場合、または２期連続経常損失を計上している場合は、回復可能

性が無いものとして減損処理を行う。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

その他有価証券で時価のあるもの 

(注) １ 減損処理の対象となるその他有価証券はありません。 

２ 減損処理の判断に係る基準は以下のとおりです。 

有価証券の時価が、下記条件に合致する場合、時価が著しく下落したものと判断し、回復可能性判断基

準とその他時価に影響する諸要因を検討し、時価が回復すると合理的に判断できる場合を除いて減損処

理を行う。 

①評価日において時価が簿価に対して50％以上下落した場合 

②評価日において時価が簿価に対して30％以上下落しており、かつ評価日以前３ヶ月間の平均時価が簿

価に対して30％以上下落している場合 

回復可能性判断基準 

有価証券の発行会社が債務超過である場合、または２期連続経常損失を計上している場合は、回復可能

性が無いものとして減損処理を行う。 

 

区分 
取得原価 

(千円) 

中間貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 

(千円) 

(1) 株式 ― ― ― 

(2) 債券 

①国債・地方債等 1,943,877 1,833,508 △110,368 

②社債 96,573 99,245 2,671 

③その他 ─ ─ ─ 

(3) その他 ─ ─ ─ 

計 2,040,451 1,932,754 △107,697 

区分 
取得原価 

(千円) 

中間貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 

(千円) 

(1) 株式 ― ― ― 

(2) 債券 

①国債・地方債等 2,771,548 2,750,119 △21,428 

②社債 ─ ─ ─ 

③その他 ─ ─ ─ 

(3) その他 100,550 100,640 90 

計 2,872,098 2,850,759 △21,338 



前事業年度末(平成17年３月31日現在) 

その他有価証券で時価のあるもの 

(注) １ 減損処理の対象となるその他有価証券はありません。 

２ 減損処理の判断に係る基準は以下のとおりです。 

有価証券の時価が、下記条件に合致する場合、時価が著しく下落したものと判断し、回復可能性判断基

準とその他時価に影響する諸要因を検討し、時価が回復すると合理的に判断できる場合を除いて減損処

理を行う。 

①評価日において時価が簿価に対して50％以上下落した場合 

②評価日において時価が簿価に対して30％以上下落しており、かつ評価日以前３ヶ月間の平均時価が簿

価に対して30％以上下落している場合 

回復可能性判断基準 

有価証券の発行会社が債務超過である場合、または２期連続経常損失を計上している場合は、回復可能

性が無いものとして減損処理を行う。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

前中間会計期間末 (自 平成16年４月30日 至 平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末 (自 平成17年４月30日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末   (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

区分 
取得原価 

(千円) 

貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 

(千円) 

(1) 株式 ― ― ― 

(2) 債券 

①国債・地方債等 2,139,107 1,989,135 △149,971 

②社債 ─ ─ ─ 

③その他 ─ ─ ─ 

(3) その他 100,550 100,910 360 

計 2,239,657 2,090,045 △149,611 



(持分法損益等) 

前中間会計期間末 (自 平成16年４月30日 至 平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末 (自 平成17年４月30日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末   (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

２ １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 

74,209円70銭 

１株当たり中間純利益金額 

5,088円24銭 

１株当たり純資産額 

85,794円49銭

１株当たり中間純利益金額 

5,253円84銭

  

１株当たり純資産額 

88,258円44銭

１株当たり当期純利益金額 

19,587円55銭

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

中間(当期)純利益（千円） 196,996 203,407 765,930 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
― ─ 7,578 

（うち利益処分による役員

賞与金（千円）） 
― ─ (7,578)

普通株式に係る中間(当期)

純利益（千円） 
196,996 203,407 758,351 

普通株式の期中平均 

株式数（株） 
38,716 38,716 38,716 



(重要な後発事象) 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

───── 平成17年10月12日開催の取締役会

において、以下のとおり株式分割を

行うことを決議いたしました。 

(1) 平成18年２月20日付で普通株式

１株につき２株の割合をもって

分割する。 

分割方式 

平成17年12月20日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を１株に

つき２株の割合をもって分割す

る。 

(2) 分割により増加する株式数 

普通株式 38,716株 

(3) 配当起算日 

平成17年10月１日 

当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期

間及び前事業年度における１株当

たり情報並びに当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間

における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益金額について

は、潜在株式がないため記載

しておりません。 

前中間会計

期間 

当中間会計

期間 
前事業年度 

１株当たり

純資産額 

37,104円 

85銭 

１株当たり

中間純利益

金額 

2,544円 

12銭 

１株当たり

純資産額 

42,897円

25銭

１株当たり

中間純利益

金額 

2,626円

92銭

１株当たり

純資産額 

44,129円

22銭

１株当たり

当期純利益

金額 

9,793円

77銭

───── 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第13期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

平成17年６月24日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



 

 

 

 

 

 

 

独立監査人の中間監査報告書 

平成16年12月22日

株式会社コーエーネット 

（登記社名：株式会社光栄ネット） 

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 沖 恒弘  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 湯口 豊  ㊞ 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コーエーネットの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第13期事業年度の中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社コーエーネットの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上 

※上記は、中間監査報告書の原本に印刷された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

平成17年12月21日

株式会社コーエーネット 

（登記社名：株式会社光栄ネット） 

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 沖 恒弘  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 湯口 豊  ㊞ 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社コーエーネットの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第14期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社コーエーネットの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月12日開催の取締役会において平成18年２月20日付を

もって株式分割を行うことを決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

※上記は、中間監査報告書の原本に印刷された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管している。 
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